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I.調査研究の背景と目的  

 

 平成 26年 6月に労働安全衛生法の一部が改正され、これまでなじみがなかったような事業規模、業種にお

いても、化学物質のリスクアセスメントが必要となってくる。近年大阪府での印刷工場の胆管がんの発生、福

井県の化学メーカー工場での膀胱がんの発症など、職場での化学物質曝露によるがんの発生が話題となっ

たが、化学物質の発がん性を含めた人体への影響に再度予防の観点から焦点を当てるべきである。これま

で佐賀産業保健総合支援センターでは、化学物質管理に対しての教育を実施してきたが、小規模事業場か

らの参加者が非常に少ない。佐賀県は小規模の県であり、すべての事業場を対象とした調査でも他県よりコ

ストが抑えられ、また調査後の結果も事業場に反映しやすい特徴がある。 

 この特徴を生かして、県内の 10人以上の製造業の事業場は約 1000であり、主にこれらの事業場を対象に

化学物質のリスクアセスメントに関するアンケートを実施する。その結果を解析し、今後の教育等支援のあり

方に反映させる。 

 アンケート集計結果から、特に小規模事業場が教育に参加できる形態を探り、佐賀産業保健総合支援セン

ターの事業計画に反映させるとともに、事業場へ結果のフィードバックとともに、教育についての情報を伝える

手段を工夫し、化学物質リスクアセスメント教育への参加者増加、理解度の向上を図り、化学物質リスクアセ

スメント普及への一助となるようにする。 
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II.調査対象と方法 

 

１.調査スケジュール 

平成 27年 4月－8月 アンケート作成、アンケート協力について関係機関との調整  

 平成 27年 9月  アンケート配布 

 平成 27年 10月－11月 アンケート回収 

  平成 27年 12月－平成 28年 1月 集計  

  平成 27年 2-3月  調査結果を元に研修会等の計画への反映 

 

２．調査対象 

調査対象事業場は，佐賀産業保健総合支援センターで把握している佐賀県内 10 人以上の製造業 1,230

事業場、又建設業も化学物質取扱の頻度が多いと考え建設業労働災害防止協会佐賀県支部の協力を得て、

加盟事業場 550事業場にアンケート調査を送付した。製造業及び建設業事業場よりそれぞれ 484、184事業

場の有効回答が得られた。 

 

表１ アンケート送付及び回答数 

 
送付数 

事業場 

存在なし 
実送付数 返却数 無記載 有効回答 有効回答率 

製造業 1,289 59 1,230 484 0 484 39.3% 

建設業 550 0 550 185 1 184 33.5% 

合計 1,839 59 1,780 669 1 668 37.5% 

 

  

  製 造 業   建 設 業  

 有効回答 回収率 事業所数 有効回答 回収率 事業所数 

300人以上 16 62% 26 0 0% 3 

100-299人 62 60% 104 5 63% 8 

50-99人 72 50% 144 3 10% 31 

30-49人 56 38% 148 23 35% 66 

10-29人 164 26% 628 103 20% 505 

10人以上計 370 35% 2,331 134 22％ 613 

10人未満 21  2,331 54  2458 

＊平成 24年 3月作成 総務省統計局「経済センサス－基礎調査」より佐賀県製造業数 

＊＊平成 24年 4月作成 総務省統計局「経済センサス－基礎調査」より佐賀県建設業数 

 

３．倫理面での配慮 

 アンケート（添付資料１）集計は、無記名式で行い、さらに事業場が同定されないようにアンケート回収方法

等に配慮した。 
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III. 調査結果 

 

１．業種分類 

 

センターで把握した製造業の事業場は、中には多角的な事業や、その後業種を変更している可能性もあり、

よりコンタミネーションを避ける為にアンケートで業種を尋ねる項目を設けた。その結果、製造業 391事業場、

建設業 188事業場を対象とした。 

 

表 2-2  調査対象事業場業種分類結果 

業種（アンケート分類） 
製造業 建設業 

計 
センター分類 センター分類 

農業、林業 8 0 8 

鉱、採石、砂利採取 0 0 0 

建設 13 175 188 

製造 388 3 391 

電気・ガス・水道 10 6 16 

情報通信 2 0 2 

運輸、郵便 3 3 6 

卸売、小売 27 1 28 

金融、保険 0 0 0 

不動産・物品賃貸 0 0 0 

学術、専門・技術 5 2 7 

医療、福祉 6 0 6 

宿泊、飲食 4 0 4 

生活関連、娯楽 4 0 4 

教育、学習支援 4 0 4 

複合 1 0 1 

サービス 20 1 21 

未回答 4 0 4 

総計 499 191 690 

重複回答 15 6 21 

計 484 185 669 
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２.アンケート項目別結果 

 

1．化学物質リスクアセスメントの実施義務化 

 

1-1. 現在化学物質を取り扱っていますか？(アンケート項目 2-3) 

 

化学物質の取扱がある事業場は、製造業 237 (61%)、建設業 53 (28%)であった(表３)。 

 

表 3. 化学物質取扱状況 

 

製造業 n=391 建設業 n=188 

数 割合 数 割合 

取扱あり 237 61% 53 28% 

取扱なし 145 37% 134 71% 

未回答 9 2% 1 1% 

 

化学物質取扱について事業場規模別でみると、製造業では、50 人未満では 111(46%)、 50 人以上では

126(84%)、建設業では、50人未満では 50(28%)、 50人以上では 3(38%)であった。製造業では 50人未満の

事業場でも半数近くの事業場が化学物質を取り扱っている結果であった(図 1，２)。 
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図1．化学物質取扱い状況   

全製造業 規模別 n=391 

ある ない 未回答 
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図2．化学物質取扱い状況   
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1-2. 法改正によりリスクアセスメントの対象となる化学物質（640種類）がありますか？ (アンケート項目

1-2) 

 

リスクアセスメントの対象となる化学物質がある事業場の割合は、製造業 43%、化学物質取扱製造業では

67%，建設業 24％、化学物質取扱建設業では 70%であった。 

 

表 4.リスクアセスメントの対象化学物質の取扱状況 

  製造業 n=391 
化学物質取扱 

製造業 n=237 
建設業 n=188 

化学物質取扱 

建設業 n=53 

  数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 

ある 167 43％ 159 67% 45 24％ 37 70% 

ない 148 38％ 10 4% 114 61％ 8 15% 

わからない 66 17％ 61 26% 23 12％ 5 9% 

未回答 10 3％ 7 3% 6 3％ 3 6% 

 

化学物質取扱製造業で事業場規模別でみると、50人以上の事業場は50人未満の事業場に比較して対象

となる物質の取扱いが多く、一方 50人未満の事業場はわからないと回答した事業場が 32％と、50人以上の

事業場より多い結果であった(図 3)。 
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今回の調査でのリスクアセスメント対象化学物質取扱事業場の割合は、平成 26 年の全国調査＊に比較し

て、製造業、建設業ともに高かった。 

 

 

＊平成 26 年「労働安全衛生調査」第 12 表 化学物質使用の有無及びＧＨＳラベルの表示の有無及び表示状況別事業所割合

（労働安全衛生法第 57条に該当する化学物質） 
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1-3. 化学物質リスクアセスメントの実施義務化をご存知ですか？(アンケート項目 1-1)  

 

化学物質リスクアセスメントの実施義務化の認知度は，化学物質取扱製造業で 59%，リスクアセスメント対

象化学物質取扱製造業に絞ると，66％となった。化学物質取扱建設業での認知度は，リスクアセスメント対

象化学物質取扱事業場でも，製造業よりも低かった。 

 

表 5. 化学物質リスクアセスメント実施義務化の認知度 

  

化学物質取扱      

製造業 n=237 

リスクアセス対象 

化学物質取扱 

製造業ｎ＝167 

化学物質取扱       

建設業 n=53 

リスクアセス対象 

化学物質取扱 

建設業ｎ＝45 

数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 

知っている 140 59% 111 66％ 13 25% 15 33％ 

内 50人以上 93 66% 76 81% 0  14 34% 

内 50人未満 47 34% 35 48% 13 25% 1 25% 

知らない 94 40% 55 33％ 37 70% 29 64％ 

未回答 3 1% 1 1％ 3 6% 1 2％ 

 

リスクアセスメント対象化学物質取扱製造業を規模別でみると、50 人以上の事業場では、知っている事業

場は 81％であるのに対し、50人未満の事業場は 48％であった。 
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1-4. 1-3で取り扱っている事業場で化学物質の SDS（安全データシート、旧 MSDS)を入手していますか？ (ア

ンケート項目 2-4) 

 

化学物質リスクアセスメントに必要な SDS の入手状況について、化学物質取扱製造業では、すべて入手と

一部入手を合わせると、入手している事業場が 74%、リスクアセスメント対象化学物質取扱製造業では，76%，

リスクアセスメント実施義務化を認知している製造業では，88％となった。建設業ではすべて入手，一部入手

を合わせると、SDS を入手している事業場は，リスクアセスメント実施義務化を認知している事業場でも 67％

と製造業よりも低い結果であった。 

 

表 6.ＳＤＳ入手状況 

  

化学物質取扱      

製造業 n=237 

リスクアセス 

化学物質取扱 

製造業ｎ＝167 

リスクアセス 

義務化認知 

製造業 n=111 

リスクアセス 

化学物質取扱 

建設業ｎ＝45 

リスクアセス 

義務化認知 

建設業ｎ＝15 

数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 

すべて 128 54% 93 56% 80 72% 6 13% 4 27% 

一部 47 20% 34 20% 18 16% 12 27% 6 40% 

すべて＋一部 175 74% 127 76% 98 88% 18 40% 10 67% 

 内 50人以上 116 92% 89 95% 76 96% 2 50% 1 100% 

内 50人未満 59 53% 38 52% 25 71% 16 40% 9 64% 

入手してない 27 11% 17 10% 5 5% 9 20% 2 13% 

わからない 5 2% 3 2% 1 1% 3 7% 1 7% 

知らない 25 11% 12 7% 3 3% 6 13% 1 7% 

未回答 5 2% 8 5% 4 4% 9 20% 1 7% 

 

製造業でのリスクアセスメント義務化認知事業場で、SDS をすべて若しくは一部入手している事業場は 50

人以上の事業場では 96%、50人未満の事業場では 71%であった。 

 

 

 

SDS の入手状況を全国の調査結果＊と比較した。全国のリスクアセスメント対象化学物質使用製造業で，

SDS を全て交付 70.9％，一部 11.8%で計 82.7%、建設業では，全て 41.7%，一部 11.1%で計 52.8%あった。50

人以上の製造業事業場では，全国とほぼ同じ結果であった。一方 50人未満の事業場では、全国の入手状況

16 
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図６．SDS入手状況 

リスクアセス実施義務化認知製造業 規模別 n=111  

すべて 一部 ない わからない 知らない 未回答 
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よりも低かった。 

*平成 26年労働安全衛生調査 第 15表 化学物質使用の有無及び安全データシート（ＳＤＳ）の交付の有無及び交付状況別事

業所割合（労働安全衛生法第 57条の２に該当する化学物質） 
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1-5. 現在、特殊健康診断を実施していますか？(アンケート項目 2-5) 

 

化学物質取扱事業場で特殊健康診断を実施している事業場は、化学物質取扱製造業で 59％、リスクアセ

スメント実施義務化を認知している製造業では，69%であった。建設業では，製造業と同じカテゴリーで比較す

ると、ともに 7%であり、製造業に比べ低い結果であった。 

 

表 7.特殊健康診断実施状況 

  

化学物質取扱      

製造業 n=237 

リスクアセス 

化学物質取扱 

製造業ｎ＝167 

リスクアセス 

義務化認知 

製造業 n=111 

リスクアセス 

化学物質取扱 

建設業ｎ＝45 

リスクアセス 

義務化認知 

建設業ｎ＝15 

数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 

実施あり 141 59% 104 62％ 77 69％ 3 7% 1 7％ 

内 50人以

上 
86 68% 72 77% 62 82% 0  0  

内 50人未

満 
55 50% 32 44% 15 43% 3 7% 1 7% 

実施なし 94 40% 56 34％ 32 29％ 34 76% 13 87％ 

未回答 2 1% 7 4％ 2 2％ 8 18% 1 7％ 

 

リスクアセスメント実施義務化を認知している製造業で事業場規模別では、50 人未満は 43％、50 人以上

は 82％であった。 
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図7．特殊健康診断実施状況 
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1-6. 1-5 で実施していると回答された事業場で、現在実施している特殊健康診断をお答え下さい。（複数回

答可）(アンケート項目 2-6) 

 

化学物質取扱製造業で特殊健康診断を実施している 141 事業場およびリスクアセスメント対象化学物質

取扱製造業 104事業場，実施義務化を認知している 77事業場で、実施している健診は，有機溶剤が最も多

く，義務化認知事業場では、特化物が続いていた。通達健康診断の内容は、振動工具 1, 騒音 3, 電離放射

線 3 赤外線・紫外線 1であった。 

 

表 8.特殊健康診断の項目内訳  

特殊健康診断実施事業場 

  
化学物質取扱      

製造業 n=141 

リスクアセス 

化学物質取扱 

製造業ｎ＝104 

リスクアセス 

義務化認知 

製造業 n=77 

リスクアセス 

化学物質取扱 

建設業ｎ＝3 

リスクアセス 

義務化認知 

建設業ｎ＝1 

 数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 

有機溶剤 108 77% 81 78% 63 82% 2 67％ 1 100% 

じん肺 76 54% 53 51% 38 49% 2 67％ 1 100% 

特定化学物質 62 44% 52 50% 44 57% 0    

鉛  20 14% 14 13% 13 17% 0    

四アルキル鉛 1 1% 1 1% 1 1% 1 33％   

通達特殊健康診断 6 4% 5 5% 4 5% 1 33％ 1 100% 
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1-7.平 27年 6月現在、作業環境測定を実施していますか？(アンケート項目 2-7) 

 

作業環境測定を実施している化学物質取扱事業場は、製造業で 55%と過半数を超え、建設業では実施し

ている事業場は 1事業場であった。 

 

表 9.作業環境実施状況 

  

化学物質取扱      

製造業 n=237 

リスクアセス 

化学物質取扱 

製造業ｎ＝167 

リスクアセス 

義務化認知 

製造業 n=111 

リスクアセス 

化学物質取扱 

建設業ｎ＝45 

リスクアセス 

義務化認知 

建設業ｎ＝15 

数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 

実施あり 130 55% 98 59％ 79 71％ 1 2% 1 7％ 

内 50人以

上 
88 70% 76 81% 67 88% 1 25% 1 100% 

内 50人未

満 
42 38% 22 30% 12 34%     

実施なし 105 44% 61 37％ 30 27％ 36 80% 13 87％ 

未回答 2 1% 8 5％ 2 2％ 8 18% 1 7％ 

 

化学物質取扱製造業で，リスクアセスメントの実施義務化を認知している事業場は作業環境測定を実施し

ている事業場の割合は、50人以上の事業場で 88%，50人未満の事業場で 34%であった。 
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図9．作業環境測定実施状況 
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1-8. 1-7 で実施していると回答された事業場で、作業環境測定を行っている種類をお答え下さい。（複数回

答可）(アンケート項目 2-8) 

 

作業環境測定実施事業場で，実施している作業環境測定の種類は、有機溶剤が最も多く、次に特定化学

物質、粉じんがほぼ同じ割合であった。 

 

表 10.作業環境測定種目 

  

化学物質取扱      

製造業 n=130 

リスクアセス 

化学物質取扱 

製造業ｎ＝98 

リスクアセス 

化学物質取扱 

製造業 n=79 

数 割合 数 割合 数 割合 

有機溶剤 99 76% 78 80% 63 80% 

特定化学物質 61 47% 55 56% 45 57% 

粉じん 61 47% 43 44% 38 48% 

鉛 15 11% 8 8% 8 10% 

石綿 1 1% 0 0% 0 0% 

ダイオキシン類 1 1% 1 1% 0 0% 

その他(自主的に測定） 6 5% 5 5% 5 6% 

 

作業環境測定実施事業場で、50 人以上の事業場は、測定項目として有機溶剤が最も多く、特定化学物質，

粉じんの順で、一方 50人未満の事業場は、有機溶剤、粉じん、特定化学物質の順であった。 

 

 

 

 特殊健康診断と作業環境測定数を比較すると，作業環境測定の実施がやや少なかった。 
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図18．作業環境測定実施状況 

化学物質取扱製造業 n=130  

50人未満 50人以上 
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図11．特殊健診および作業環境測定実施状況  

特殊健診 環境測定 
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1-9.この調査用紙を記入されている方で取得されている資格がございましたらお答え下さい。（複数回答可）

(アンケート項目 2-9) 

 

今回のアンケート調査での、回答者の資格は、半数は，回答なしであったが，有資格の内では，衛生管理

者が最も多く、次に作業主任者、作業環境測定士の順であった。 

50 人以上の事業場でアンケートを回答していただいた方の中で、衛生管理者、作業主任者、作業環境測

定士等有資格者の割合は、50人未満の事業場では 32%、50人以上の事業場で 60%であった。 

 

表 11.アンケート記入者の有する資格 

資格 

化学物質取扱      

製造業 n=237 

リスクアセス 

化学物質取扱 

製造業ｎ＝167 

リスクアセス 

義務化認知 

製造業 n=111 

リスクアセス 

化学物質取扱 

建設業ｎ＝45 

リスクアセス 

義務化認知 

建設業ｎ＝15 

数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 

衛生管理者 72 30% 57 34% 45 41％ 4 9% 2 13% 

作業主任者 58 24% 46 28% 36 32％ 7 16% 3 20% 

作業環境測

定士 
5 2% 4 2% 3 3％ 0 0% 0 0 

未回答 126 53% 82 49% 45 41% 34 76% 10 67% 

有資格者で

の回答 
111 47% 85 51% 66 59％ 11 24% 5 33% 

内 50人以上 75 60% 60 64% 50 66% 3 75% 1 100% 

内 50人未満 36 32% 25 34% 16 46% 8 20% 4 29% 
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２．危険性・有害性の低減に向けた措置(リスクアセスメント) 

 

2-1. 現在事業場で（安全を含めて）リスクアセスメントを実施していますか？(アンケート項目 3-1) 

 

リスクアセスメントを実施している事業場は，化学物質取扱およびリスクアセスメント対象化学物質取扱製

造業で 65％、同じく建設業で 56％であった。さらにリスクアセスメント実施義務化を認知している事業場に限

定すると、製造業では 77％と実施率が上昇した。 

 

表 12.リスクアセスメント実施状況 

  

化学物質取扱      

製造業 n=237 

リスクアセス 

化学物質取扱 

製造業ｎ＝167 

リスクアセス 

義務化認知 

製造業 n=111 

リスクアセス 

化学物質取扱 

建設業ｎ＝45 

リスクアセス 

義務化認知 

建設業ｎ＝15 

数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 

実施あり 157 66% 109 65% 85 77% 25 56％ 7 47% 

内 50人以

上 
104 83% 78 83% 66 87% 4 100% 1 100% 

内 50人未

満 
53 48% 31 42% 19 54% 21 51% 6 43% 

実施なし 75 32% 49 29% 22 20％ 12 27％ 6 40% 

未回答 5 2% 9 5% 4 4％ 8 18％ 2 13% 

 

規模別に比較すると,リスクアセスメント実施義務化を認知している製造業で、50 人以上では、87%、50 人

未満では 54％と大きな差があった。小規模事業場では、実施しなければいけないことを認識していても、実

施できない理由があることが示唆された結果であった。 
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図12．リスクアセスメント実施状況 

リスクアセス実施義務化認知製造業 規模別 n=111  

RA実施 RA未実施 
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2-2. 2-1 で実施している事業場で、何についてリスクアセスメントを行っていますか？（複数回答可）(アンケ

ート項目 3-2) 

 

何らかのリスクアセスメントを行っていると回答した化学物質取扱事業場（表１３.上段）で，製造業、建設業

ともにリスクアセスメント実施項目として最も多かったのが、作業に用いる機械による事故防止に関する事項

（以下機械）であった。次いで、製造業では、作業に用いる化学物質の危険性・有害性に関する事項（以下化

学物質）であったが、建設業では、熱中症予防が 2番目で、化学物質は最下位であった。 

  化学物質のリスクアセスメントについて、義務化を認知している事業場では、実施割合は製造業で 64％、

一方建設業では 20％と製造業が高い結果であった。 

化学物質を取り扱っている事業場に対する割合をみると（表１３.下段）、50 人以上の事業場でかつリスクア

セスメント対象となる化学物質取扱事業場では 50％、リスクアセスメントの実施義務化を認知している事業

場が55％、一方50人未満の事業場では同じく22％、34％と小規模事業場で実施割合が低い結果であった。 

 

表 13.リスクアセスメント実施項目 

リスクアセスメント実施事業場 

 

 

項目 

化学物質取扱      

製造業 n=157 

リスクアセス 

化学物質取扱 

製造業 ｎ＝109 

リスクアセス 

義務化認知 

製造業 n=85 

リスクアセス 

化学物質取扱 

建設業 ｎ＝25 

リスクアセス 

義務化認知 

建設業 ｎ＝7 

数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 

機械 132 84% 89 82% 72 85% 23 92% 6 86% 

化学物質 81 52% 63 58% 54 64% 5 20% 4 57% 

熱中症予防 73 46% 53 49% 41 48% 21 84% 7 100% 

腰痛 45 29% 33 30% 28 33% 8 32% 2 29% 

その他 44 28% 28 26% 18 21% 11 46% 2 29% 

           

 
化学物質取扱      

製造業 n=237 

リスクアセス 

化学物質取扱 

製造業 ｎ＝167 

リスクアセス 

義務化認知 

製造業 n=111 

リスクアセス 

化学物質取扱 

建設業 ｎ＝45 

リスクアセス 

義務化認知 

建設業 ｎ＝15 

機械 132 56% 89 53% 72 65% 23 % 6 % 

化学物質 81 34% 63 38% 54 49% 5 20% 4 57% 

内 50人以上 57 45% 47 50% 42 55% 1 25% 1 100% 

内 50人未満 24 22% 16 22% 12 34% 4 19% 3 50% 

熱中症予防 73 31% 53 32% 41 37% 21 84% 7 100% 

腰痛 45 19% 33 20% 28 25% 8 32% 2 29% 

その他 44 19% 28 17% 18 16% 11 46% 2 29% 
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2-3. 2-1 で実施している事業場で、リスクアセスメントの結果どのような効果がありましたか？（複数回答可）

(アンケート項目 3-3) 

 

何らかのリスクアセスメントを実施している化学物質取扱事業場で，リスクアセスメントの効果について、製

造業では、リスク減少が最も多く、次に安全衛生活動の活性化、労働災害の減少、建設業では安全衛生の活

性化とヒヤリ・ハットの減少が同率であった。 

 

表 14.リスクアセスメントの効果  

リスクアセスメント実施事業場 

項目 

化学物質取扱      

製造業 n=157 

リスクアセス 

化学物質取扱 

製造業ｎ＝109 

リスクアセス 

義務化認知 

製造業 n=85 

リスクアセス 

化学物質取扱 

建設業ｎ＝25 

リスクアセス 

義務化認知 

建設業ｎ＝7 

数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 

職場のリスク減

少が減少した 
92 59% 68 62% 57 67% 11 44% 5 71% 

安全衛生活動

が活性化した 
65 41% 42 39% 38 45% 12 48% 4 57% 

労働災害が減

少した 
51 32% 33 30% 25 29% 8 32% 2 29% 

ヒヤリ・ハットが

減少した 
36 23% 25 23% 19 22% 12 48% 2 29% 

外部機関の評

価が上昇した 
4 9% 10 9% 9 11% 1 4% 0 0% 

安全衛生対策

の費用対効果

の改善した 

3 3% 2 2% 2 2% 0 0% 0 0% 

効果があったか

わからない 
22 14% 16 15% 12 14% 2 8% 0 0% 

その他 3 2% 3 3% 2 2% 0 0% 0 0% 

 

化学物質リスクアセスメントを実施している事業場に関して、その効果を見ると、事業場規模での違いが見

られた。小規模事業場では，安全衛生活動活性化の効果が少なく，わからないという回答も多かった。 
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2-4. 2-1で実施していない事業場で、リスクアセスメントを実施しない理由をお答え下さい。（複数回答可）(ア

ンケート項目 3-4) 

 

リスクアセスメントを実施していない化学物質取扱事業場で、実施しない理由は，「十分な知識を持った人

材がいない」（人材不足）という回答が、製造業、建設業ともに最も多く、次に「実施方法がわからない」（実施

方法），「災害が発生していないため」(災害なし)，「法令を守っていれば十分なため」（法令）という回答であっ

た。 

 

表 15.リスクアセスメントを実施しない理由  

リスクアセスメント未実施事業場 

  

化学物質取扱      

製造業 n=75 

リスクアセス 

化学物質取扱 

製造業ｎ＝49 

リスクアセス 

義務化認知 

製造業 n=22 

リスクアセス 

化学物質取扱 

建設業ｎ＝12 

リスクアセス 

義務化認知 

建設業ｎ＝6 

数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 

人材不足 44 59% 28 57% 12 55% 8 67% 4 67% 

実施方法 37 49% 22 45% 9 41% 6 50% 2 33% 

災害なし 9 12% 7 14% 4 18% 3 25% 3 50% 

法令 5 7% 3 6% 2 9% 2 17% 2 33% 

その他 8 11% 7 14% 5 23% 1 8% 0 0% 

 

 化学物質リスクアセスメントを実施していない事業場で、規模別で比較したが、特徴的な違いはなかった。 
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図15．リスクアセスメントを実施しない理由 

化学物質取扱製造業 n=49  
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2-5. 2-2で化学物質のリスクアセスメントを実施している事業場で、主なリスクアセスメント実施者をお答え下

さい。(複数回答可) (アンケート項目 3-5) 

 

主な化学物質リスクアセスメント実施者は、その他（経営者，管理職等）が最も多く、次に現場の作業者、作

業主任者の順であった。 

 

表 16.化学物質リスクアセスメント実施者 

  
化学物質取扱      

製造業 n=81 

リスクアセス 

化学物質取扱 

製造業ｎ＝63 

リスクアセス 

義務化認知 

製造業 n=54 

リスクアセス 

化学物質取扱 

建設業ｎ＝5 

リスクアセス 

義務化認知 

建設業ｎ＝4 

実施者 数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 

現場の作業者 44 54% 36 57% 30 56% 1 20% 1 25% 

作業主任者 41 51% 32 51% 28 52% 3 60% 3 75% 

衛生管理者 37 46% 29 46% 27 50% 2 40% 2 50% 

作業環境測定士 1 1% 1 2% 1 2% 0 0% 0 0% 

その他(経営者，

管理職等) 
49 60% 39 62% 34 63% 4 80% 3 75% 

 

事業場規模別でみると、50人以上の事業場では共衛生管理者や現場が、50人未満の事業場よりも多い。 

 

 

  

 

リスクアセスメントの効果と実施者と関連について，比較を行った。その他の分類の中には経営者，管理者

も含まれると思われ、経営者，管理者が化学物質リスクアセスメントを実施することで安全衛生活動の活性

化に繋がる可能性も示唆された。 
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図16．化学物質リスクアセスメント実施者 

化学物質取扱製造業 n=81  
50人未満 

50人以上 
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化学物質取扱製造業 n=81  

現場作業者 作業主任者 衛生管理者 その他 



27 

 

2-6. 2-2 で化学物質のリスクアセスメントを実施している事業場で、リスクアセスメントの教育方法をお答え

下さい。(アンケート項目 3-6) 

 

化学物質リスクアセスメントの教育手法として最も多いのは、製造業、建設業共に外部講習会であり、次に

製造業ではその他、外部講師、建設業ではその他、インターネットと書籍が同率であった。 

 

表 17.化学物質リスクアセスメントの教育方法 

  

化学物質取扱      

製造業 n=81 

リスクアセス 

化学物質取扱 

製造業ｎ＝63 

リスクアセス 

義務化認知 

製造業 n=54 

リスクアセス 

化学物質取扱 

建設業ｎ＝5 

リスクアセス 

義務化認知 

建設業ｎ＝4 

数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 

外部講習

会参加 
35 43% 26 41% 23 43% 2 40% 2 50% 

外部講師

による社

会講習会 

21 26% 19 30% 18 33% 0 0% 0 0% 

インターネ

ット 
18 22% 14 22% 14 26% 1 20% 1 25% 

書籍や

DVD 
12 15% 10 16% 9 17% 1 20% 1 25% 

その他 27 33% 21 33% 16 30% 2 40% 1 25% 

 

事業場規模別では、50人以上の事業場では、外部講師の利用が多かった。 

 

 

 

リスクアセスメント教育方法と効果の関連について，比較を行った。効果との関係では、リスク減、安全

衛生、ヒヤリハット、労働災害の各項目すべてで最も高い教育方法は外部講習会であった。 
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図18 化学物質リスクアセスメントの教育方法  

対象化学物質取扱 製造業 

50人未満n=16 

50人以上n=47 
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図19．化学物質リスクアセスメントの効果と教育方法 

化学物質取扱製造業 n=68  
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2-7. 2-2で化学物質のリスクアセスメントを実施している事業場で、リスクアセスメントに困難を感じている項

目をお答え下さい。（複数回答可）(アンケート項目 3-7) 

 

化学物質リスクアセスメントに実施に困難を感じている点として多い理由は、困難を感じないが最も多く、

次に、アセスメントの理解が難しい、費用がかかる、結果が実態にあわないであった。 

 

表 18.化学物質リスクアセスメントの困難を感じている項目 

  

化学物質取扱      

製造業 n=81 

リスクアセス 

化学物質取扱 

製造業ｎ＝63 

リスクアセス 

義務化認知 

製造業 n=54 

リスクアセス 

化学物質取扱 

建設業ｎ＝5 

リスクアセス 

義務化認知 

建設業ｎ＝4 

数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 

困難は感じてい

ない 
31 38% 26 41% 23 43% 1 20% 3 50% 

理解が難しい 30 37% 22 35% 19 35% 3 60% 1 17% 

費用がかかる 17 21% 14 22% 12 22% 1 20% 0 0% 

結果が職場の実

態に合わない 
6 7% 5 8% 5 9% 0 0% 0 0% 

その他 4 5% 3 5% 2 4% 0 0% 0 0% 

 

事業場規模別では、50人未満では費用の問題が大きい結果であった。 
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図20 化学物質リスクアセスメントの困難を感じている項目  

対象化学物質取扱 製造業 

50人未満n=16 

50人以上n=47 
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リクアセスメントの効果の有無と困難を感じている理由の関係を見ると，効果がないと回答した事業場は，効

果があると回答した事業場に比較して費用や結果で困難と感じている割合が高い結果であった。 
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図21 化学物質リスクアセスメントの効果の有無と 

困難を感じている項目  

対象化学物質取扱 製造業 

効果ありn=56 

効果なしn=7 
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2-8. 化学物質のリスクアセスメントが実施できるコントロール・バンディングをご存知ですか？(アンケート項

目 3-8) 

 

コントロール・バンディングの認知度について、化学物質取扱製造業では、「知らない」と答えた事業場が

73%と圧倒的に多い結果であった。実施義務化を認識している事業場に限定すると 49％は知っているが、利

用したのは 9%であった。建設業では、まったく知られていない結果であった。 

 

表 19.コントロール・バンディングの認知度  

  

化学物質取扱      

製造業 n=237 

リスクアセス 

化学物質取扱 

製造業ｎ＝167 

リスクアセス 

義務化認知 

製造業 n=111 

リスクアセス 

化学物質取扱 

建設業ｎ＝45 

リスクアセス 

義務化認知 

建設業ｎ＝15 

数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 

利用したことある 12 5% 10 6% 10 9% 0 0% 0 0% 

知っているが，利

用したことがない 
43 18% 42 25% 39 35% 0 0% 0 0% 

知らない 173 73% 105 63% 57 51% 36 80% 14 93% 

 

事業場規模でみると、50 人以上の事業場では“利用あり”、“知っているが利用したことがない”割合は 50 人

以上の事業場に比べて高いが、50人以上の事業場でも認知度は 50％に留まった。 

 

 

  

6% 

11% 

26% 

39% 

63% 

46% 

6% 

4% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50人未満 n=35 

50人以上 n=76 

図22 コントロール・バンディングの認知度  

リスクアセス実施事務化認知製造業規模別 n=111 

利用あり 知っているが利用したことがない 知らない 不明 



32 

 

2-9. 2-8で知っているが利用していないと回答した方で、その理由をお答え下さい。（複数回答可）(アンケー

ト項目 3-9) 

 

化学物質のリスクアセスメントを実施している事業場で、コントロール・バンディングを知っているが利用し

ない理由は、「評価方法がわからない」が最も多く、次に、「評価結果が実態にあっていない」、の順であった。

評価結果が実態にあっていないことは、定性評価法としてのコントロールバンディングの限界と思われる結果

であった。その他理由には，社内で定められた評価方法があり、利用する必要がない，であった。 

 

表 20.コントロール・バンディングを知っているが利用したことがない理由 

 

リスクアセス 

化学物質取扱 

製造業ｎ＝42 

リスクアセス 

義務化認知 

製造業 n=39 

数 割合 数 割合 

評価方法がわからない 15 36% 14 36% 

評価以降の対策がわからない 4 10% 3 8% 

評価結果実態に合っていない 6 14% 6 15% 

その他 17 40% 16 41% 

 

事業場規模別では、50 人以上の事業場では、「その他」が最も多く、次に「評価方法がわからない」その他

のコメントよりその他の評価方法で実施している等、さらに詳しいリスクアセスメント手法を用いているなど簡

易なリスクアセスメント手法のニーズが低いと思われる結果であった。一方、50 人未満の事業場では、「評価

方法がわからない」が最も多く、次に「（評価）以降の対策がわからない」といったコントロール・バンディングで

の手法やその後の対策といったテクニカルな問題が利用しない理由の上位であり、特に小規模事業場ではコ

ントロール・バンディングを使った教育の普及が必要であると思われる結果であった。 
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図23  コントロールバンディングを利用しない理由  

製造業 事業場規模別 n=39 

50人未満n=9 

50人以上n=30 



33 

 

３．佐賀産業保健総合支援センターの活動内容について 

 

3-1. 佐賀産業保健総合支援センターの活動内容をご存知ですか？(アンケート項目 4-1) 

 

産業保健総合支援センターの認知度は、「知らない」が製造業及び建設業共に最も多く、「利用したことが

ある」、「知っているが、利用したことはない」の2項目より産業保健総合支援センターの認知度が製造業では

39％、建設業では27%であった。化学物質取扱事業場に限定すると、産業保健総合支援センターの認知度は、

「知らない」が共に最も多いが、産業保健総合支援センターの認知度は、製造業では44％、実施義務化の認

知事業場は、63％と上昇した。 

 

表 21.佐賀産業保健総合支援センターの認知度 

  

製造業  

n=391 

建設業  

n=188 

数 割合 数 割合 

利用したことがある 63 16% 10 5% 

知っているが、利用し

たことはない 
90 23% 42 22% 

知らない 232 59% 132 70% 

未回答 6 2% 4 2% 

 

  

化学物質取扱

製造業 n=237 

リスクアセス化

学物質取扱 

製造業 n=167 

リスクアセス 

義務化認知 

製造業 n=111 

リスクアセス 

化学物質取扱 

建設業ｎ＝45 

リスクアセス 

義務化認知 

建設業ｎ＝15 

数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 

利用したことがある 53 22% 45 27％ 39 35％ 5 9.4% 5 11％ 

知っているが、利用し

たことはない 
52 22% 38 23％ 31 28％ 8 15.1% 9 20％ 

知らない 130 55% 83 50％ 40 36％ 39 73.6% 30 67% 

未回答 2 1% 1 １％ 1 １％ 1 1.9% 1 2% 

 

製造業、建設業ともに事業場規模別では、50人未満、50人以上の事業場でも「知らない」が最も多く、「利

用したことがある」、「知っているが、利用したことはない」の2項目より産業保健総合支援センターの認知度が

50人未満30.6％、50人以上が29.4%と事業規模に関わらず、低い結果となった。 
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図24．佐賀産業保健総合支援センターの認知度 

化学物質取扱事業場 製造業 n=237  

利用あり 知っているが 知らない 未回答 

製造業 
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3-2. 3-1 で利用したことがある方で、化学物質管理についての研修会に参加したことはありますか？(アンケ

ート項目 4-2) 

 

産業保健総合支援センターを利用した 53 化学物質取扱事業場で、化学物質管理についての研修会に参

加したことがある事業場は、製造業で 53％、建設業ではなかった。 

 

表 22.化学物質管理の研修会の参加状況  

センター利用あり事業場 

  

化学物質取扱 

製造業 n=53 

化学物質取扱 

建設業 n=5 

数 割合 数 割合 

参加あり 29 53% 0 0% 

参加なし 24 47% 5 100% 

 

製造業で事業場規模別でみると、50人以上の事業場の参加率は 60％，50人未満の事業場は 30％であっ

た。 
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図25．化学物質管理研修会への参加状況  

化学物質取扱製造業 規模別  n=53 

参加あり 参加なし 
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3-3.今後化学物質管理の研修会に参加しやすくするために、どのような工夫が必要だと考えますか？（複数

回答可）(アンケート項目 4-3) 

 

センターの存在を認識している化学物質取扱製造業事業場 105と建設業事業場 13では，参加者からは、

教育方法や時間，講義内容に関しての提案が多く、その他の具体的項目には、研修内容の案内を詳しく記

載する・案内を出して欲しい(n=2)、国労働衛生週間等の説明会で説明してほしい (n=2)、受ける必要が

あるならば義務化したほうがよい(n=1)、実習はいらない(n=1)、業務とのバッティング(n=1)があった。 

化学物質管理研修の参加の有無で比較すると，参加者からは教育方法の提案が，非参加者からは、時間

や内容，場所についての提案があった。 

化学物質研修の参加の有無で，今後の工夫について整理してみた。 

 

表 23.化学物質管理研修会に参加しやすくするための工夫 

  

化学物質取扱  

製造業 n=105 

化学物質取扱  

建設業 n=13 

数 割合 数 割合 

場所 43 41% 5 38% 

講義内容をわか

りやすく 

43 41% 11 85% 

時間 42 40% 3 23% 

教育方法 40 38% 4 31% 

その他 8 8% 0 0% 

 

 利用した事業場 

ｎ=32 

知っているが利用してい

ない事業場 ｎ=42 

場所 6 19% 21 50% 

講義内容時間 10 31% 21 50% 

時間 11 34% 22 52% 

教育方法 23 72% 11 26% 

その他 3 9% 4 10% 

  

0%
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40%

60%

80%

場所 講義内容 時間 教育方法 その他 

図26 化学物質管理研修会に参加しやすくするための工夫  

対象化学物質取扱 製造業 

参加ありｎ＝32 

参加なしｎ＝42 
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IV.考察 

 

近年大阪府での印刷工場の1,2-ジクロロプロパン及びジクロロメタンによる胆管がん、さらに福井県での化

学工場でのオルトートルイジンによる膀胱がんの発生が話題となる中で、化学物質のリスクアセスメントの実

施義務化が今年 6月より施行されるが、その認知度やリスクアセスメントの実態について調査を行った。県内

の 10名以上の全製造業，建設業事業場を対象にし，それぞれ 40％，34％の回収率であった。 

リスクアセスメント対象化学物質の取扱事業場の割合は、平成 26 年の全国調査に比較して、製造業、建

設業ともに高かった。50 人未満の製造業事業場で，化学物質リスクアセスメントの対象物質がわからないと

答えた事業場の割合は高く、小規模事業場で化学物質リスクアセスメントの実施義務化及び取扱の有無に

理解について不十分な点が確認できた。化学物質リスクアセスメントの実施義務化の認知度では、製造業と

建設業かなりの差があるという結果であった。また化学物質を取扱製造業でも、事業場規模別でみると、50

人未満の小規模事業場の認知度が低い結果であった。 

 

そこで，今回の解析は，製造業と建設業の違い，化学物質リスクアセスメントの認知の有無，事業場規模

の比較を主な評価の視点とした。その結果，建設業では，化学物質の取組が製造業よりも遅れていること，化

学物質リスクアセスメントの認知の有無で取り組みにちがいがあること，認知していても小規模事業場では取

り組みが遅れていることが示唆された。 

小規模事業場での取り組みの遅れの原因を考えてみる。小規模事業場では，困難を感じている項目として，

費用面での問題が，50人以上の事業場よりも高かった。教育面で，50名以上の事業場は，外部講師を利用

することも可能であるが，小規模事業場ではこれも難しいことかもしれない。また，化学物質リスクアセスメン

トを実施してもその効果がわからないという回答が，50名以上に事業場よりも多く，リスク減少や安全衛生活

動の活性化にも差が見られた。  

その小規模事業場でも利用できる方法として，コントロール・バンディングがあるわけであるが，コントロー

ル・バンディングを「知らない」と答えた事業場が圧倒的に多い結果であった。建設業ではさらに低い結果であ

った。簡便にリスクアセスメントが実施できる手法として主に小規模事業場を対象にしたものであることから、

特に小規模事業場でのコントロール・バンディングの手法の普及が急務である。 

教育機関としての産業保健総合支援センターであるが，今回初めてセンターの県内事業場での認知度の

調査を行った。従来，50 名以上に事業場を対象としていたことや名称が変更したこともあり，50 名以上の事

業場においても高い認知度とは言えない結果であった。今後の改善をＶ章に示す。 
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V. 今後の対策 

 

 今後の対策について、以下にまとめた。 

 

１．特に小規模事業場に焦点を当てた化学物質リスクアセスメントに関する広報及び研修事業リーフレットの

作成（添付資料２） 

 

２．新たな広報ルートの開発 

アンケート協力先への配布に加えて、県、市町村関係機関、職業別組合、協会、商工会、団体連合会、情

報誌など県内機関に協力を要請し、協力いただける機関（予定約 240機関）を通じて、配布を依頼する。化学

物質取扱建設業は、特に関係機関とも連携し重点的に広報する。 

 

３．研修会の改善  

a)広報の改善：化学物質リスクアセスメントに関するリーフレット（上記）に研修会の案内を載せる。研修

会の案内のページに佐賀産業保健総合支援センターのＱＲコードを載せ、ＨＰにアクセスしやすくする。

ＨＰのトップに化学物質リスクアセスメントのバナーを作成し、上記のパンフレットも掲載する。 

ｂ）実施場所の拡大 平成 28年度 県内 5箇所 計 10回 

ｃ）コンテンツの改善  

佐賀産業保健総合支援センターが開催している化学物質管理研修について、これまでの研修会の内

容の幅を広げ、さらにわかりやすくコンテンツがわかるタイトルや研修会の受講方法の工夫等を行う。具

体的には講義を系統化する、さらに受講者手帳などでこれまでの受講状況が把握できるようにし、すべ

ての受講ができれば受講証明書を発行するなどの教育の工夫を行う。平成 28年度はまず、基礎編と応

用編と 2 つにわけ、参加者へアンケートをとりながら、次年度はさらに教育コンテンツの内容を講義のタ

イトルに入れて分かりやすくするとともに、ナンバリングを行う、受講者手帳を発行する等の工夫を行う。 

 

平成 28年度 基礎編・応用編（共に 3時間） 

平成 29年度 事業場の実態に対応した化学物質リスクアセスメント教育の幅の拡大 

予定教育 

１．化学物質管理基礎編 １～これから始める化学物質管理～ 

２．化学物質管理基礎編 ２～ＳＤＳの活用法とコントロールバンディング～ 

３．化学物質管理基礎編 ３～Ｗｅｂでできる化学物質リスクアセスメント～ 

４．化学物質管理基礎編 ４～経営者・管理・監督者のための化学物質管理とリスクアセスメント～ 

５．化学物質管理専門編 ５～爆発・火災防止のための化学物質リスクアセスメント～ 

６．化学物質管理専門編 ６～健康障害防止に係る化学物質リスクアセスメント～ 

７．化学物質管理専門編 ７～曝露モニタリングを活用した化学物質リスクアセスメント～ 

ｄ）受講者アンケートの改善 ニーズの把握や効果を評価するために従来のアンケート項目の改善を行

う。 

 

４．評価の方法 

主たる指標：研修参加人数 （職種・事業規模別調査） 

副指標：アンケートでの満足度、参加回数（人、事業場毎調査）、ホームページアクセス数、化学物質管理

バナーのクリック数 
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平成 30 年度に再度佐賀県内で化学物質管理に関するアンケート調査を実施し、リスクアセスメントやＳ

ＤＳの認知度、リスクアセスメント実施状況、佐賀産業保健総合支援センターの認知度について調査を

行い、取り組みによる変化を確認する。 
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本調査報告書は（独）労働者健康安全機構の平成27年度産業保健 

調査研究費の支援を受けて作成したものです。 

 


